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第Ⅳ期宮城県公社等外郭団体改革計画の取組成果

平成２６年度 

○ 「宮城県の公社等外郭団体への関わり方の基本的事項を定める条例」

は，県及び公社等外郭団体が，それぞれの役割及び責任の分担を明確に

し，公社等の自律性を高め，両者が協働して，県民の福祉を向上させる

よう求めています。 

○ 県は，条例の趣旨を踏まえ，社会経済情勢の変化や東日本大震災から

の復旧・復興に向けた新たな役割等を考慮しながら，公社等の役割・意

義を問い直すとともに，公社等への県の関与の適正化及び公社等の自立

的運営の更なる促進を図るため「第Ⅳ期宮城県公社等外郭団体改革計画

（平成 26 年度から 29 年度まで）」を策定し，改革の取組を進めています。  

○ この取組成果は，第Ⅳ期計画初年度となる平成 26 年度における公社等

改革の取組状況を，計画に沿ってまとめたものです。 

平成２７年８月 

宮  城  県 
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 (2) 当期正味財産増減額及び当期純利益（当期純損失）の状況 

平成 26 年度決算において当期正味財産の増又は当期純利益を計上している団体は 35 団体で, 

金額は合計で 5,424 百万円となっています。 

また，当期正味財産の減又は当期純損失を計上している団体は 17団体で，金額は合計で 785 百

万円となっています。 

対象 

団体数 

当期正味財産の増 

又は当期利益を計上 

当期正味財産の減 

又は当期損失を計上 

団体数 金額合計 団体数 金額合計 

平成 26 年度 52団体 35 団体 5,424 百万円 17 団体 785 百万円 

平成 25 年度 50団体 28 団体 3,756 百万円 22 団体 838 百万円 

※平成 25 年度：解散した 2団体（(財)石巻湾漁業振興基金，(財)仙台湾漁業振興基金）及び当期利益が

0円の１団体（宮城県道路公社），正味財産増減計算書を作成していない 2団体（宮城県商工会連合会，

宮城県農業会議）の計 5団体を除いて集計 

※平成 26 年度：当期利益（当期正味財産増減額）が 0 円の 2 団体（（一社）宮城県林業公社，宮城県道

路公社）及び正味財産増減計算書を作成していない 2 団体（宮城県商工会連合会，宮城県農業会議）

の計 4団体を除いて集計 

２ 経営基盤の確立 

(1) 役職員数の適正化 

平成 27年 3月 31 日現在の公社等外郭団体の常勤役員数は 88人となっており，そのうち県から

の派遣職員は 1人，県退職者は 57人となっています。 

また，常勤職員数は 1,443 人となっており，そのうち県からの派遣職員は 13 人，県退職者は

115 人となっています。 

① 常勤役員数

平成 26 年 3月 31 日現在 平成 27 年 3 月 31 日現在 増 減 

総数 総数 県職員 県退職者 総数 県職員 県退職者 県職員 県退職者 

89 人 1 人 60 人 88 人 1 人 57 人 △1 人 ±0人 △3 人 

② 常勤職員数

平成 26 年 3月 31 日現在 平成 27 年 3 月 31 日現在 増 減 

総数 総数 県職員 県退職者 総数 県職員 県退職者 県職員 県退職者 

1,368 人 15 人 110 人 1,443 人 13 人 115 人 75 人 △2 人 5 人 

（平成 25 年度は公社等外郭団体に指定した 55 団体のうち解散した 2団体を除く 53 団体を集計） 

常勤職員数が前年度に比べ増加しているのは，新たに指定した 3団体の職員数が加算されたこ

とによるものです。 

(2) 報酬・給与の適正化 

県の出資割合が 25％以上の団体にあっては，常勤役職員の平均年収を団体改革実績・計画表に

記載しています（「Ⅵ 公社等外郭団体の団体改革実績・計画表」(P30～)を参照）。 
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１ 基本情報

（ ）

（ ） （ ） （ ）

２ 主な事業内容（基幹３事業）

３ 経営状況　（単位：千円）

（ 3 ） （ 2 ） （ 2 ）

（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

４ 団体の使命・役割

５　経営改善の目標及び達成に向けた取組

６　経営自己評価（26年度）

１
ア

イ

２
ア
イ

３
ア
イ
ウ
エ

４
ア

イ

４９　仙台空港ビル株式会社
所 在 地 　名取市下増田字南原 代 表 者 　代表取締役社長　伊藤　克彦
電 話 　０２２－３８３－４３０１ フ ァ ッ ク ス 　０２２－３８３－４５６０ ホームページ

設 立 目 的
（ 定 款 等 ）

　空港ターミナルビルディングを所有及び経営するとともに，賃貸業等を営み，航空旅客や航空事業者に対する役務の提供等を行う。

指 定 要 件 ①（県の出資割合が４分の１以上） 改 革 分 類 自立支援団体

http://www.sendai-airport.co.jp
設 立 昭和45年11月2日 県 出 資 額 （ 割 合 ） 1,372,500千円 42.9% 県 担 当 課 土木部　空港臨空地域課

20.2% 第３位 全日本空輸（株） 8.4%

事業名 事業内容
事業費(単位：千円)
25年度 26年度 

出資等の状況（割合） 第１位 宮城県 42.9% 第２位 仙台市

26年度 
（３）主な経営指標 25年度 26年度 

自己資本比率 32.1% 38.5%
1,882,634

　不動産賃貸業
　旅客ターミナルビルの管理運営主体として，ターミナルビルを所有し，航空会社等に対する貸室業等を主要

1,341,534 1,332,355
な事業とする。

（１）貸借対照表 25年度 26年度 （２）損益計算書 25年度

流動比率 325.0% 444.5%
　うち有形固定資産 5,425,503 5,081,282 売上総利益 1,889,758

資
産

流動資産 2,252,177 2,838,033 売上高 1,889,758
固定資産 5,469,320 5,127,145 売上原価

1,882,634
資産合計 7,721,497 7,965,179 販売費及び一般管理費 1,341,534 1,332,355

0 0

借入金依存度 63.6% 57.2%

負
債

流動負債 692,982 638,475 営業利益 548,223 550,279

経常利益率 34.5% 33.6%
　うち長期借入金 4,220,000 3,920,000 営業外費用 3 1,504
固定負債 4,550,911 4,256,481 営業外収益 103,922 83,553

管理費比率 71.0% 70.8%
純
資
産

資本金 3,200,000 3,200,000 特別利益 0 38,000
負債合計 5,243,894 4,894,957 経常利益 652,142 632,328

（４）県の財政的関与　
25年度 26年度 26年度 27年度 

（５）役職員の状況

県委託事業の再委託率 0.0% 0.0%
純資産合計 2,477,603 3,070,222 当期純利益 587,067 592,618

利益剰余金 △ 722,396 △ 129,777 特別損失 31,882 0

25年度 26年度 27年度 
（実績） （計画） （実績） （計画） （実績） （実績） （６月末現在）

(うち県退職者) 5 5 5
補　助　金 0 0 0 0 　平均年齢
委　託　金 26,000 29,800 29,800 12,600 常勤役員数

62.4 62.0
負　担　金 0 0 0 0 　平均年収 6,912 7,092

補助金等合計 26,000 29,800 29,800 12,600 常勤職員数 (うち県退職者) 11 11 11
総収入 1,993,680 1,948,000 2,004,187 1,976,493 　平均年齢 45.6 47.0

総収入に対する補助金等割合 1.3% 1.5% 1.5% 0.6% 　平均年収 5,782 5,828
0 0 0

年度末貸付金残高 4,620,000 4,220,000 4,220,000 3,920,000 （年度末（3月31日）時点。平均年収は県出資割合25%以上の団体のみ記入。）
単年度貸付額 0 0 0 0 県からの派遣職員数

現在の団体としての使命・役割 県が期待する団体の役割（県施策との関連等）
　空港法第15条第1項の規定に基づく「航空旅客の取扱いに係る空港機能施設事
業者」（平成26年3月31日付けで国土交通大臣より3年間指定）として，空港利用者
の便益の増進及び安全・安心の確保に寄与するよう適正な運営の確保を図ってい
く。
　また，地域社会と密接な連携を図り，豊かな地域社会づくりに貢献するとともに，
東日本大震災を教訓とした地域防災の拠点としての役割を果たしていく。

　「富県宮城の実現」に向け「産業競争力の強化に向けた条件整備」を推進するため，
仙台空港の一層の機能強化，活用促進を図る必要があり，仙台空港ビル(株)には，入
居する航空会社などとの積極的なアレンジャー機能を果たすことを期待する。
　また，仙台空港ターミナルビルは，東日本大震災時に周辺住民の避難所として機能
した経験があり，今後も防災拠点施設としての役割を果たすことが重要であり，見直し
を適宜行いつつ，その機能充実を図っていくものと認識している。

経営改善の目標 26年度の取組（実績） 今後の取組（計画）

損失補償(債務保証)残高 0 0 0 0

1　　　国内線旅客は過去最高の307万人となり，国内線・国際線を併せた
　　　　旅客数は，２年連続で300万人を超えた。旅客実績は国内線3,072,541人
　　　　(前年比102.8%，83,129人増)，国際線165,498人 (同 94.8%，9,044人減)。
　　　　さらには，外国人向けのサービスを向上させるとともに，イベントを継続的に
　　　　開催し，航空旅客以外の誘客に努めた。
２－ア　当期純利益5億9,260万円は過去最高となった。
２－イ　累積欠損金は129,777千円残っているが，前期から大幅に改善しており，
　　　　 平成27年度で解消予定。
３－ア　毎年度決算時に経営評価を行い「中長期事業ｽｷｰﾑ」を見直している。
３－イ　航空会社出身者を常勤役員として登用している。
３－ウ　監査法人の監査を受けている。

目標の達成に向け，計画どおりに取り組んでいるか。
①

①計画どおり ②ほぼ計画どおり ③更なる努力が必要
設定した目標は適当か。

①

○LCCの就航などにより増加する旅客のニーズを
　的確に捉え，入居テナント等と連携し売上の増収に
　取り組むとともに, 地元自治体や企業等と連携し，
　魅力あるイベントを継続的に開催して，航空旅客以外
　の誘客に努める。

○航空旅客の増加を背景に，テナント等と連携し売上の
  増収に取り組むとともに，経費削減に努めた結果，当期
　純利益は過去最高となる5億9,260万円を確保した。

○外国人旅客向けサービスの一環として，インターネットを
　手軽に利用できるプリペイドシムカード自販機，観光地・
　アクセス・エリアマップ情報を提供する多言語表示
　デジタルサイネージ（電子的情報表示機器）を設置し，
　利便性を向上した。また各種イベントを継続的に開催
　して，賑わいの創出による航空旅客以外の集客に
　努めた。

　〔中長期事業スキーム改訂版（H26～H33）抜粋〕
○今後も旅客数が堅調に推移することが見込まれるこ
　 となどから，平成27年度以降も売上高を増加させる。
○人件費は，事業継続と人材確保から適正な補充と

給与の適正化に努める。
○一般管理費は，調達等で競争性を働かせ極力抑制
 する。
○平成27年度で利益余剰金マイナスを解消し，平成

31年度で長期借入金を完済する。
○計画の最終目標として，売上が低迷しても，長期

に事業継続出来る経営基盤を構築する。

評価項目 評価 評価結果コメント（団体代表者）

①適当 ②ほぼ適当 ③見直しが必要
財務状況 ①改善　 ②変化なし ③悪化

経営改善の目標

団体独自の経営評価を行う体制を整備しているか。 ①
役員等経営幹部へ民間経験者等の多様な人材を登用しているか。 ①
公認会計士又は監査法人による監査を受けているか。 ①

財務状況は前期と比較して改善しているか。 ①
累積欠損金は解消しているか。 ①

経営体制 ①実施済 ②検討中 ③予定なし

③弱まった
総合的に判断し，経営状況は前期と比較して良くなっているか。

①
①良化 ②横ばい ③悪化

インターネットによる財務諸表等の情報公開を行っているか。 ① 評価結果に対する県（担当課）の所見
総合評価 　テナントの売上を伸ばす取組や，経費削減等の自助努力により，当期純利益は

過去最高の5億9,260万円を確保している。また，累積欠損額を計画的に縮小して
おり，総じて評価できる。

団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。
①

①強まった ②変化なし
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１ 基本情報

（ ）

（ ） （ ） （ ）

２ 主な事業内容（基幹３事業）

３ 経営状況　（単位：千円）

（ 1 ） （ 1 ） （ 1 ）

（ 4 ） （ 5 ） （ 5 ）

４ 団体の使命・役割

５　経営改善の目標及び達成に向けた取組

６　経営自己評価（26年度）

１
ア

イ

２
ア
イ

３
ア
イ
ウ
エ

４
ア

イ
③弱まった

総合的に判断し，経営状況は前期と比較して良くなっているか。
②

①良化 ②横ばい ③悪化

インターネットによる財務諸表等の情報公開を行っているか。 ① 評価結果に対する県（担当課）の所見
総合評価 　大規模イベントの誘致等により収益改善に努めている。

　指定管理者として安定かつ継続的に運営ができるよう，今後とも適切な指導助言
を行っていく。

団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。
①

①強まった ②変化なし

公認会計士又は監査法人による監査を受けているか。 ②

財務状況は前期と比較して改善しているか。 ①
累積欠損金は解消しているか。 -

経営体制 ①実施済 ②検討中 ③予定なし

・公益財団法人として二年目を迎え，公益事業を計画とおり着実に推進しスポーツ
人口の普及・拡大を図った。また，施設の安全・安心な管理・運営を行った。
・財務状況については管理費の削減等に取組むとともに，事業収益の確保に努め
た結果，当期一般正味財産30,503千円の増となり経営の安定化につながった。
・恒常的な経費節減，収入確保策を今後も実施し社会情勢による物価値上げに耐
えうる財政運営を構築し，更なる公益目的事業の充実を図るとともに経営基盤の強
化に努める。
・会計処理等については，税理士による確認を受けている。

目標の達成に向け，計画どおりに取り組んでいるか。
①

①計画どおり ②ほぼ計画どおり ③更なる努力が必要
設定した目標は適当か。

②

○新規事業の開催。
○国際大会，大型イベント等の誘致による利用者数の
増及び利用料収入の確保。
○施設の点検整備及び維持補修による利用者の安全
確保。
○環境配慮への取り組み及び省エネルギーの推進。
○安定的経営のための組織体制の強化。

○宮城スタジアムを会場とした大型イベントを誘致し利用
者数の増及び公益目的事業財源の安定確保に努めた。

○指定管理施設の安全・安心な管理運営に努めた。

○施設内ロビー及び事務所内照明設備のLED化，また省
エネルギーの推進にあたり知識力向上のため二名「エネ
ルギー管理員講習」を受講した。

○利用者拡大に向けた周年記念事業の実施。

○国際大会，大型イベント等の誘致による利用者数の
増及び利用料収入の確保。

○消費税法改正10％に対する施設利用料金の見直し
及び財政の安定化を図る。

①適当 ②ほぼ適当 ③見直しが必要
財務状況 ①改善　 ②変化なし ③悪化

経営改善の目標

団体独自の経営評価を行う体制を整備しているか。 ②
役員等経営幹部へ民間経験者等の多様な人材を登用しているか。 ②

評価項目 評価 評価結果コメント（団体代表者）

現在の団体としての使命・役割 県が期待する団体の役割（県施策との関連等）
　スポーツの振興を通じて県民のスポーツライフを支援し，「明るく豊かで活力ある
宮城の郷土づくり」や，「県民総スポーツ社会の実現」に寄与することが使命であ
る。そのため，全県下でのスポーツ振興事業として，県民がスポーツに触れる，取り
組む機会の提供や，競技力向上のための講習会等を開催し，「公益的理念」による
県立体育施設の指定管理事業を実施し，管理施設における利用人数の増加を目
指す。

  宮城県スポーツ振興基本計画で展開している施策のうち，「生涯スポーツ社会の実
現」「競技スポーツの競技力水準向上」については，宮城県スポーツ振興財団の目的
にも掲げられているところであり，県民総スポーツ社会の実現に向け積極的な施策展
開を期待するところである。
　また，指定管理者として管理している県有スポーツ施設については，老朽化が進んで
いる施設について，安定した施設運営を維持継続するため，適切な管理を期待すると
ころである。

経営改善の目標 26年度の取組（実績） 今後の取組（計画）

損失補償(債務保証)残高 0 0 0 0

0 0 0
年度末貸付金残高 0 0 0 0 （年度末（3月31日）時点。平均年収は県出資割合25%以上の団体のみ記入。）
単年度貸付額 0 0 0 0 県からの派遣職員数
総収入に対する補助金等割合 1.8% 15.9% 15.9% 2.3% 　平均年収 4,038 4,145

35
総収入 554,977 827,225 863,069 579,227 　平均年齢 37.5 39.6

補助金等合計 10,212 131,215 137,581 13,112 常勤職員数 (うち県退職者) 34 34

63.0 64.0
負　担　金 0 0 0 0 　平均年収 6,787 6,860
補　助　金 10,212 131,215 137,581 13,112 　平均年齢
委　託　金 0 0 0 0 常勤役員数

（実績） （計画） （実績） （計画） （実績） （実績） （６月末現在）
(うち県退職者) 1 1 1

（４）県の財政的関与　
25年度 26年度 26年度 27年度 

（５）役職員の状況

県委託事業の再委託率 0.0% 0.0%
正味財産合計 1,199,864 1,506,119 当期正味財産増減額 △ 38,729 306,255

一般正味財産 699,864 730,367 当期指定正味財産増減額 0 275,752

25年度 26年度 27年度 

管理費比率 3.3% 2.9%
正
味
財
産

指定正味財産 500,000 775,752 当期一般正味財産増減額 △ 38,729 30,503
負債合計 41,957 241,919 当期経常外増減額 △ 286 0

0

18,040 16,786

経常利益率 -6.9% 5.2%
　うち長期借入金 0 0 経常外費用 286 0

借入金依存度 0.0% 0.0%

負
債

流動負債 41,957 241,919 当期経常増減額

流動比率 336.9% 159.2%
　うち基本財産 500,000 500,000 経常費用 593,421 556,814

△ 38,444 30,503
固定負債 0 0 経常外収益 0

固定資産 1,100,469 1,362,898 　うち事業収益 182,136 209,380資
産

流動資産 141,351 385,139 経常収益 554,977

資産合計 1,241,820 1,748,037 　うち管理費

（３）主な経営指標 25年度 26年度 

正味財産比率 96.6% 86.2%
（１）貸借対照表 25年度 26年度 （２）正味財産増減計算書 25年度 26年度 

587,317

競技・生涯スポーツ振興事業及びスポーツ啓蒙普及事業 スポーツ教室及び研修会の開催，市町村開催事業への助成，情報発信（ホームページ等） 18,420 19,163
宮城県自転車競技場管理運営等事業 財団所有施設の運営・維持管理及びスポーツ安全協会宮城県支部受託等事業 12,658 7,310

25年度 26年度 
公のスポーツ施設に係る管理運営事業 施設の管理運営・貸与事業 516,095 485,406

40.0% 第３位 宮城県市長会 6.9%

事業名 事業内容
事業費(単位：千円)

出資等の状況（割合） 第１位 宮城県 50.0% 第２位 宮城県内の市町村

設 立 目 的
（ 定 款 等 ）

　県民の生涯スポーツの振興及び競技スポーツの向上を図り，明るく活力あるみやぎの郷土づくりに寄与する。

指 定 要 件 ①（県の出資割合が４分の１以上）　 改 革 分 類 自立支援団体

http://www.mspf.jp
設 立 平成6年3月8日 県 出 資 額 （ 割 合 ） 250,000千円 50.0% 県 担 当 課 教育庁　スポーツ健康課

５３　公益財団法人宮城県スポーツ振興財団
所 在 地 宮城郡利府町菅谷字舘４０番地１ 代 表 者 理事長　伊藤　直司
電 話 ０２２－３５６－１１２５ フ ァ ッ ク ス ０２２－３５６－８２６７ ホームページ
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１ 基本情報

（ ）

（ ） （ ） （ ）

２ 主な事業内容（基幹３事業）

３ 経営状況　（単位：千円）

（ 1 ） （ 1 ） （ 1 ）

（ 2 ） （ 2 ） （ 2 ）

４ 団体の使命・役割

５　経営改善の目標及び達成に向けた取組

６　経営自己評価（26年度）

１
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２
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イ

３
ア
イ
ウ
エ

４

ア

イ

５５　公益財団法人宮城県暴力団追放推進センター
所 在 地 仙台市青葉区本町３丁目５番２２号 代 表 者 理事長　　佐藤　潤
電 話 ０２２－２１５－５０５０ フ ァ ッ ク ス ０２２－２１５－５０５１ ホームページ

設 立 目 的
（ 定 款 等 ）

　県民の暴力団追放意識の高揚を図るとともに，民間における暴力団排除組織の中核として暴力団追放活動を推進し，もって暴力団を根絶して「安全で平
穏な宮城県の実現」に寄与することを目的とする。

指 定 要 件 ①（県の出資割合が４分の１以上）　 改 革 分 類 自立支援団体

http://www.boutsui-miyagi.or.jp/
設 立 平成3年6月27日 県 出 資 額 （ 割 合 ） 300,000千円 48.4% 県 担 当 課 警察本部　暴力団対策課

暴力団追放啓蒙啓発活動 「暴力団員による不当な要求行為の防止に関する法律」第３２条の３第２項各号に規定する事業 24,023 26,107

35.5% 第３位 市町村 16.1%

事業名 事業内容
事業費(単位：千円)
25年度 26年度 

出資等の状況（割合） 第１位 宮城県 48.4% 第２位 民間企業

（３）主な経営指標 25年度 26年度 

正味財産比率 99.6% 99.6%
（１）貸借対照表 25年度 26年度 （２）正味財産増減計算書 25年度 26年度 

29,363
固定資産 681,587 705,113 　うち事業収益 3,177 3,359資

産

流動資産 2,848 17,265 経常収益 27,244

資産合計 684,435 722,379 　うち管理費
借入金依存度 0.0% 0.0%

負
債

流動負債 342 340 当期経常増減額

流動比率 832.7% 5077.9%
　うち基本財産 656,587 676,364 経常費用 31,576 33,756

△ 4,332 46,651
固定負債 2,656 2,904 経常外収益 66 0

7,553 7,649

経常利益率 -15.9% 158.9%
　うち長期借入金 0 0 経常外費用 27 0

管理費比率 27.7% 26.0%
正
味
財
産

指定正味財産 626,017 617,065 当期一般正味財産増減額 △ 4,294 46,651
負債合計 2,998 3,244 当期経常外増減額 39 0

（４）県の財政的関与　
25年度 26年度 26年度 27年度 

（５）役職員の状況

県委託事業の再委託率 0.0% 0.0%
正味財産合計 681,437 719,135 当期正味財産増減額 △ 9,350 37,698

一般正味財産 55,419 102,070 当期指定正味財産増減額 △ 5,056 △ 8,953

25年度 26年度 27年度 
（実績） （計画） （実績） （計画） （実績） （実績） （６月末現在）

(うち県退職者) 1 1 1
補　助　金 3,281 3,281 3,281 3,281 　平均年齢
委　託　金 3,177 3,177 3,359 3,177 常勤役員数

66.0 67.0
負　担　金 0 0 0 0 　平均年収 4,400 4,400

補助金等合計 6,458 6,458 6,640 6,458 常勤職員数 (うち県退職者) 3 3 3
総収入 27,310 20,990 29,363 20,206 　平均年齢 55.7 57.0

総収入に対する補助金等割合 23.6% 30.8% 22.6% 32.0% 　平均年収 3,064 3,115
0 0 0

年度末貸付金残高 0 0 0 0 （年度末（3月31日）時点。平均年収は県出資割合25%以上の団体のみ記入。）
単年度貸付額 0 0 0 0 県からの派遣職員数

現在の団体としての使命・役割 県が期待する団体の役割（県施策との関連等）
　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第３２
条の３に基づき設立された公益法人であり，主要事業は，暴力団追放啓蒙啓発活
動等で，事業内容は，暴対法第３２条の３第２項各号に規定する事業を実施してい
ることから，社会的要請が高く，団体の設立目的の有効性は非常に高い。

　暴対法により，県に一つしかない暴力団排除を推進する団体であり，その事業内容
は，県では対応できない暴力団が関係する民事事案に対応するほか暴対法第３２条の
３第２項各号に規定する各種事業は，同団体しかなしえないため，県で行う各種施策を
実施するためには，同団体が果たす役割は非常に高い。

経営改善の目標 26年度の取組（実績） 今後の取組（計画）

損失補償(債務保証)残高 0 0 0 0

○不当要求防止責任者講習の受講者数は，暴力団排除条例の施行による暴力団
排除の必要性が依然として高く増加傾向にあり，県との契約である1,400名を上回
ることが出来た。
○平成26年度から震災の影響があったと思われる地域の賛助会員から会費を徴収
したこと，震災とは関係なく会費を滞納していた賛助会員から会費を徴収出来たこ
と，新規加入者が27件あったことなどにより，前年度よりも会費収入が増加した。
○平成26年度に基本財産の運用替えを二度行ったことにより，基本財産を2,000万
円増資することが出来たほか，暴力団組事務所立ち退き訴訟積立金の繰り入れを
行うなど，財政基盤を確立した。
○公認会計士の確認と指示を受けている。

目標の達成に向け，計画どおりに取り組んでいるか。
①

①計画どおり ②ほぼ計画どおり ③更なる努力が必要
設定した目標は適当か。

①

○無料出張相談所開設時における受理件数の向上
○賛助会員数の向上
○賛助会費納入率の向上
○不当要求防止責任者講習受講者数の向上
○公共機関等を利用した広報啓発活動の強化

○無料出張相談所開設４回，受理件数３件
○賛助会員数1,140会員
○賛助会費納入金額の増加111.2％
○不当要求防止責任者講習受講者数1,409名
○仙台市営バス・宮城交通路線バスの車内窓に「暴力団
追放」ステッカーを掲示したほか，車内放送で「暴力団追
放」を呼びかけた。またプロ野球シーズン限定で仙台駅か
らコボスタ宮城間のシャトルバス車内窓等にも「暴力団追
放」ステッカーを掲示した。

○無料出張相談所開設時における受理件数の向上
○賛助会員数の向上
○賛助会費納入率の向上
○不当要求防止責任者講習受講者数の向上
○公共機関等を利用した広報啓発活動の強化

評価項目 評価 評価結果コメント（団体代表者）

①適当 ②ほぼ適当 ③見直しが必要
財務状況 ①改善　 ②変化なし ③悪化

経営改善の目標

団体独自の経営評価を行う体制を整備しているか。 ①
役員等経営幹部へ民間経験者等の多様な人材を登用しているか。 ①
公認会計士又は監査法人による監査を受けているか。 ③

財務状況は前期と比較して改善しているか。 ①
累積欠損金は解消しているか。 -

経営体制 ①実施済 ②検討中 ③予定なし

③弱まった

総合的に判断し，経営状況は前期と比較して良くなっているか。
①

①良化 ②横ばい ③悪化

インターネットによる財務諸表等の情報公開を行っているか。 ① 評価結果に対する県（担当課）の所見
総合評価 ○経営改善に関しては，出張相談所開設時における相談受理件数の向上以外

は，全て改善されており，計画どおりに取り組んでいるといえる。さらに，平成２６年７
月３日には，国家公安委員会より，暴力団組事務所使用差し止め請求時に住民の
委託を受け，住民に代わって訴訟業務等を行える適格センターとしての認定を受
けている。

団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。
①

①強まった ②変化なし
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